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1. はじめに 
 前 4 千年紀において、西アジアの主要地域では都市化（Urbanization）が生じた。ティグリス・ユーフラテス両河の
貫流するメソポタミアでは、居住地内の社会的階層化が飛躍的に進み、また、階層化した居住システムにより経済・
軍事・宗教的に統合された都市ないし都市国家が次々と成立した。また、ナイル河下流域（今日のエジプト領内ナイ
ル河沿い）では、河沿いに点在した多数の集落が徐々に社会的なまとまりを成し、最終的に幾つかの在地の「首長国」
が統合されて、社会・文化・経済・宗教・政治的に均質化した、高度に階層化された領域国家が出現したと考えられ
ている。 
パレスティナ地域においても、前期青銅器時代（Early Bronze Age: EB）I 期（前 3600～3100/3000 年頃）から II 期
（前 3100/3000～2700 年頃）にかけて社会‐文化システムの発展が認められ、この現象も同じく「都市化」の名で知
られている。しかしながら、その実態は、体系的・客観的には明らかにされてきたとは言えない。原因の 1 つとして、
巨視的研究方法と微視的研究方法との非協調的研究状況が挙げられる。すなわち、セトルメント・パターン論等の比
較的広域・複数遺跡を対象とする研究方法が当該期の変動について論考を重ねていく一方で、毎年の緻密な発掘調査
により更新される遺跡の情報に基づいて、論点をかなり絞った遺跡内の詳細な分析・研究が行われているのであるが、
これらの研究が協調して当該期における社会‐文化的変化の様相を体系的に明らかにするにはなかなか至らない。ま
た、「都市化」という現象を捉えるための客観的態度と理論的背景が不十分であったことも否めない。ただし、「都市
化」から離れて当該地域における社会‐文化システムの様態を省みようとする研究姿勢は、ヨルダンをフィールドと
する研究者の中に近年では見られるようになった。すなわち、「都市化」という概念を一度保留して、当該地域におけ
る社会‐文化的変化をより客観的に捉える試みが近年になり行われてきた。とはいえ、上記と同じ視点を有して、イ
スラエルをも含むパレスティナ地域全体を対象とする実証的研究の事例は未だ少ない。 
こうした背景を踏まえて、本論文では、前 4 千年紀末から前 3 千年紀初にかけての変動期のパレスティナ地域にお
ける社会‐文化システムについて、その社会‐文化的・経済的側面に重点を置いた総合的・実証的な諸分析に基づい
て、物質文化に見られる地域性とその意味、対外関係の構造的変遷、土器生産技術の変遷、専業化の様態を考察し、
最終的には当該期における社会‐文化システムの構造的な特質を描写することを試みる。これにより、社会‐文化シ
ステムの変化に対する従来的な理解（社会‐文化システム発展の汎パレスティナ地域的な一義的理解、「都市化」とい
う概念による一連の変化に対する説明）を改め、より妥当性の高い文化史の構築に貢献できるだろう。上記の目的の
ために、本論文は 4 部・13 章から成り立っている。各部・章における分析・考察の結果については、以下に示すとお
りである。 
 
 
2. 分析・考察 
2. 1. 第 1 部 
 第 1 部（第 I～III 章）では、パレスティナ地域における前期青銅器文化を研究するに当たって、基礎となる研究背
景を概略的に押さえた。 
第 I 章では、従来の「都市化」プロセスに関する議論を類型別に概観し、5 つの論点を浮き彫りにした。この中で
も特に、「都市化」の地域的多様性とパレスティナ地域における「都市」という概念自体の再考が最も重要な論点であ
ると判断した。また、パレスティナ地域における「都市」社会‐文化システムを 9 つの要素から成るものと理解し、
このうち特に 4 つの要素（社会組織、工芸専業化、食糧生産、及び技術）に着目して、本論文の各章において分析・
考察を行うことを明示した。 
第 II 章では、パレスティナ地域とその周辺の地理・自然環境について概観を行った。パレスティナ地域の自然環境
は極めて多様であるため、自然・地理的環境に即した小地域毎に環境的特質を既述した。また、当該期前後における
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気候変動と植生環境の状況を把捉するために、これまで実施されてきた鍾乳石・陸生貝・湖底堆積物・花粉・河川環
境に関する主要な研究をまとめた。これにより、EB I 期末の乾燥化、EB II 期の湿潤化、そして EB IV 期（前 2300～
2000 年頃）の急激な乾燥化を認知し、前期青銅器時代における自然環境的背景を把握した。 
第 III 章では、前期青銅器時代パレスティナ地域の考古学的編年について考察を行った。当該期の編年は、土器型
式学による相対編年、ナイル河下流域の先王朝から初期王朝にかけての編年、そして、放射性炭素年代測定法による
絶対編年の連携により構築されている。したがって、上記の各分野における編年研究をまとめて相互の連関を示し、
前期青銅器時代の編年が今日の形を採っている所以を明示した。最終的に、従来の研究成果を盛り込んだ交差編年表
を提示し、パレスティナ地域内において本論文の諸分析において用いる編年枠と、ナイル河下流域の並行する編年枠
（ナカダ編年）についても示し、論考を進めるに当たっての時間軸を定めた。 
 
 
2. 2. 第 2 部：居住活動と地域性 
 第 2 部（第 IV～VII 章）では、セトルメント・パターン、地域間関係、そして土器器種・器形の地域性といった、
生活に関わる諸活動との強い相関が推察される事項に焦点を絞った分析を実施し、EB I 期から EB II 期にかけて見ら
れる諸変化について総合的に考察した。 
第 IV 章では、EB I～III 期にかけてのセトルメント・パターンの分析を実施した。1100 余の居住遺跡を対象として、
EB I 期から EB III 期にかけての全体的な分布の変遷、大・中型遺跡の分布傾向の変遷、周囲に城壁を有する遺跡の分
布傾向の変遷、そして大・中型遺跡を対象とした遺跡間ネットワークの変遷について、統計的な手法により分析を行
った。結果として、EB I 期から EB II・III 期への移行に際して、顕著に異なる様相（遺跡の集中・拡散・消滅）を示
す 5 つの地域が抽出されたと同時に、全域的な遺跡の減少が認められた。異なる様相を示す 5 つの地域については、
おそらくは主にオリーヴやブドウの集約的栽培や銅生産活動との関係から居住地の急激な変動が生じたものと考えら
れる。したがって、EB I 期から EB II 期にかけて生じたとされる「都市化」が地域的に一様ではなかったということ
の明確な証左が得られた。とはいえ、全域的な居住地の減少が認められたことも事実であり、EB I～III 期に小居住地
が大型居住地に吸収されて、居住が集約化していった経過を示していると捉えられる。この変動の二重構造は、当該
地域を特徴づけている。また、ネットワーク分析からは、EB II 期において大・中型居住地間のネットワークの発達が
認められ、特に北部地域において顕著であることが判った。 
第V・VI章では、EB I期からEB II期にかけてのナイル河下流域との関係の性格とその変遷について分析した。第V章
では、EB IA/B期においてナイル河下流域系の物質文化が出土したパレスティナ地域の諸遺跡を対象として、主に出土
土器の器形の種類及びナイル河下流域系出土遺物の種類を遺跡別に比較・分析し、細分時期別に両地域間関係の性質
と構造について考察を行った。EB IA期においては、両地域間関係は限定的なものであり、ほぼパレスティナ地域南西
部の海岸平野においてのみ、ナイル河下流域系の物質文化が在地系物質文化と共存して認められる。この段階では、
ナイル河下流域に比較的近いタウル・イクベイネ（Taur Ikhbeineh）やサイトH（Site H）において比較的多くのナイル
河下流域系物質文化が出土しているが、土器の器種・器形構成や数量について在地系物質文化を上回ることはない。
したがって、当該期における両地域間関係は実際の居住を伴わない交易関係と見られ、ナイル河下流域からの人・物
品の直接的アクセスはタウル・イクベイネやサイトHに限られていたと結論づけることができる。EB IB期に入ると、
両地域間関係は劇的な変化を遂げる。まず、パレスティナ地域内において出土するナイル河下流域系物質文化が急増
する現象が看取される。また、出土土器に着目すると、ナイル河下流域系土器には搬入されたもの（搬入）とパレス
ティナ地域内で製作されたもの（在地産）が認められ、ナイル河下流域から人間集団が実際に到来していたことが暗
示される。さらに、ナイル河下流域系土器の器形種類に着目すると、パレスティナ地域在地系土器と同程度の器形が
出揃っており、南西部周辺の諸遺跡（エン・ベソル‘En Besor及びテル・エッ＝サカンTell es-Sakan、テル・エラニTel ‘Erani、
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及びテル・ハリフ・テラスTel Halif Terrace）において植民活動が行われたことを窺わせる。なお、後2遺跡においては、
ナイル河下流域系移民とパレスティナ地域の在地住民との共存が推測される。これらの遺跡は、シェフェラーにおけ
るブドウ生産等を管理しナイル河下流域への販路を確保するために在地の居住地内に設けられた「交換の場」として
の機能を果たしていたことが想像される。上記の諸考察から、両地域間関係を構成していた諸居住地を4類型（1：植
民が行われた居住地、2：「交換の場」として機能した居住地、3：「交換の場」を介して交易関係に従事したより北
方の居住地、そして4：ナイル河下流域と直接的な交易関係を有した南部の居住地）に分類でき、「交換の場」を挟ん
だ植民・交易活動こそが両地域に間に存在した関係性であると考えられる。 
第 VI 章では、EB II 期におけるナイル河下流域との関係性について、パレスティナ地域から出土するナイル河下流
域系石製品と、ナイル河下流域から出土するパレスティナ地域系土器（「アビュドス土器（Abydos Ware）」）を主たる
分析対象として、当該期における両地域間関係の特質と EB I 期からの変化を捉える事を目的とした。分析・考察から
は、EB II 期における両地域間関係の減退と、海上交易路を用いたより北方（ビュブロス等）とエジプト王朝との関係
が主体的になり、これを介してパレスティナ地域がエジプト王朝と交易関係を維持していたことが考えられる。 
第 VII 章では、パレスティナ地域の主要な遺跡から出土する在地土器の器種の比率と特徴的な器形の分布傾向から、
地域性の把握を試みた。器種構成比の分析では、特に壺型土器と鉢形土器の比率の差異が顕著に認められた。EB IB
期おいては、特に北部地域の諸遺跡では壺型土器が高率で認められた。EB II 期に入るとこの傾向は弱化し、遺構別に
見た場合には、特定の遺構においてのみ壺型土器が卓越することが看取された。この変遷は、食糧管理体制の変化と
結び付けて考えられ、EB II 期においてより集約的な食糧管理体制が存在していた可能性を示唆している。また、上記
の他に器種構成に見られる傾向として、中部地域に位置するアイ（Ai）と南部地域のテル・アラド（Tel Arad）の間に、
自然環境に起因すると考えられる差異も指摘され、前者の位置する地中海性気候帯における定住的生活と、後者に特
有の砂漠気候帯における遊牧的生活の対比が見出されている。なお、乾燥帯であるヨルダン渓谷南部に位置するテル・
ウンム・ハマド（Tell Umm Hammad）においてはテル・アラドと同様の器種構成が認められ、やはり遊牧的生活の証
左と捉えられうることを示した。特徴的な諸器形に着目した分析では、EB IB 期において種類がより多く、分布域が
比較的限定される傾向が認められた。一方、EB II 期においては特徴的器形の種類が減少し、これらの分布域が拡大し
たことが理解される。したがって、EB IB 期から EB II 期にかけて、均質性の増大と流通域の拡大が明確に認められた。 
 
 
2. 3. 第 3 部：土器生産と社会‐経済構造 
第 3 部（第 VIII～XII 章）では、前期青銅器時代の土器を対象として技術論を展開し、当該期における専業的生産
体制の様相について論考を進めた。 
第 VIII 章では、専業的生産体制一般について既存の研究成果から定義づけとその特徴の考察を行った後に、EB I～
III 期の間に認められる土器生産関連遺構・遺物を集成・分析し、その時期別の傾向を把握することを試みた。また、
土器の製作技術に関する既存の諸研究から、当該期の土器の一連の製作工程（成形～器面調整）の特徴を概観した。
上記の分析と考察からは、EB I～III 期の土器生産の変遷を詳細に捉えることは困難を極めたが、製作技術については
概して発達が認められ（e.g. 昇焔式土器焼成窯の導入（EB II 期）、回転台の出土数量の増加（EB II 期）、磨研土器の
増加（EB II 期））、EB I 期からの技術‐経済的な変化が示唆された。 
第 IX～XI 章では、第 VIII 章における専業的生産体制に関する議論を前提として、皿・鉢形土器の器面に施される
磨研技術（磨研の方向、各条の幅、及び様式）に着目して地域別・遺跡別に分析を行い、皿・鉢形磨研土器の生産体
制の地域性とその変遷を考察した。 
第 IX 章では EB IB 期のパレスティナ地域のイスラエル側からの出土資料を取り扱った。各遺跡における磨研技術
の差異から、北部地域（ベト・イェラハ Beth Yeraḥ、テル・カシシュ Tel Qashish、キリヤト・アタ Qiryat Ata）、中部
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地域（テル・ダリット Tel Dalit）、そして南部地域（テル・アラド）という地域性が見出された。北部地域においては
緻密な水平方向磨研が器形・型式を超越して共有されている状況が見出され、器形と磨研技術がほぼ一対一対応であ
った中・南部地域との間の質的差異が明らかになった。しかし、いずれの地域においても、比較的小規模で在地の土
器生産が想定され、文化的な地域差が強く見られる。 
第 X 章では EB II 期の北部地域からの出土資料を扱い、地域性の把握に努めた。分析の結果、胴部内面に放射状に
施される磨研様式（放射状磨研）が、北部地域におけるほとんどの皿・鉢形土器に共通して見られ、均質的な様相を
示していた。ただし、資料数が多い皿形土器では放射状磨研を構成する垂直方向磨研の傾き（左・右傾斜型）と細分
器形（標準型・High rim 型）から地域差が認められ、北部地域が少なくとも 4 つの小地域（北東・東部、西部、西北
部、北西部）に区分されうることが判明した。この地域差は土器生産単位の差異と読み替えられ、同一の器形を生産
した複数の工房が存在したこと、そして、上記の土器の均質性から、集中的かつ集約的な生産体制と一定の生産管理
が推測された。 
第 XI 章では、EB II 期の中・南部地域からの出土資料の分析の結果、各地域において 3～4 種類程度の異なる磨研
技術がおおよそ器形別に認められた。各器形の出現頻度と分布状況が異なることから、それぞれの磨研様式別に対応
する専業的生産体制が想定され、これらが入れ子状を呈していたことが推測される。したがって、上記の生産体制で
は、均質的な磨研様式が用いられていた北部地域とは全く異なり、北部地域ほどには生産の集中化が進んでいなかっ
たことが窺われた。 
 第 XII 章では、EB II 期のパレスティナ地域北部において顕著に認められる硬質土器（North Canaanite Metallic Ware: 
NCMW）の定量分析を通じて、当該期の北部地域における生産・流通体制とその管理の状況について考察を行った。
同章の分析は、資料の分布状況や遺跡別の数量・比率の比較といった基礎的分析、そして、第 IX～XI 章と同様の皿・
鉢形硬質土器の磨研技術分析を含んでいる。さらに、磨研技術については、非硬質土器系の皿・鉢形磨研土器や EB IB
期の精製土器である灰色磨研土器（Gray Burnished Ware）を対象とした分析も併せて行った。 
まず、硬質土器系皿・鉢形土器に施された磨研の分析によって、第X章において認められたものとほぼ同様の地域的
区分を識別することができた。この結果は、原産地であるヘルモン山南麓周辺に工房・製造所等の生産単位が複数存
在していたことを示唆すると同時に、生産品の流通が組織的にではないものの何らかの形で管理されていた可能性を
示唆している。また、上記の結果と非硬質土器系の皿・鉢形土器との比較分析により、硬質土器に用いられた磨研技
術がイズレエル平野以西の遠隔地にまで拡散・伝播したこと、また、技術体系はほぼ正確に受容されたものの、硬質
土器に見られる傾向との間に僅かな偏差が認められることが明らかとなり、硬質土器の出現の意義が経済的側面に限
定されない可能性を示した。さらに、硬質土器と同様に精製土器の区分される灰色磨研土器との比較分析により、北
部地域における土器生産体制が根本的に変容し、少量が精巧に生産される「精巧・希少生産型専業体制」から、集約
的かつ集中的に効率化した生産が行われた「大量生産志向型専業体制」への移行を示した。 
 
3. 結 論：第 XIII 章 
以上の諸分析結果に主として基づいて、EB II 期におけるパレスティナ地域における社会‐文化システムの特質につ
いて考察を行った。本論文の視点から見れば、EB I 期から EB II 期に至る変化は、文化的な意味から社会‐経済的な
意味への地域性の再編、新しい文化的要素（大型居住地・城塞・大型公共建造物）の個別要素的導入、地域内ネット
ワークの発達、磨研技術や硬質土器に見られる技術的発展により特徴づけられる。また、当該時期の社会‐文化シス
テムの構造は、ヘテラルキー的性質を帯びていたと考えられる。セトルメント・パターンに見られた地域的多様性と
階層システムの未発達、器種構成の地域差と特徴的器形の分布状況、磨研土器・硬質土器の生産・流通に見られる集
権的管理の欠如等の本論文の分析結果に加えて、大型公共建造物が限定的にしか認められないこと等の従来の指摘に
鑑みて、メソポタミア型の都市化に必須の条件と考えられる階層制が、前期青銅器時代のパレスティナ地域における
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「都市化」では未発達であったと看做せるのである。したがって、階層制と対比を成す並列的な社会状態であるヘテ
ラルキー的状況こそが、当該期のパレスティナ地域を特徴づけると判断できる。 
以上を踏まえて EB II 期におけるパレスティナ地域を見ると、以下のようになる。まず、土器の一連の分析結果は、
当該期に幾つかの社会‐経済圏が生成されたことを示している（e.g. 北部地域、中部地域、南部地域等）。これらの社
会‐経済圏は、各々固有の流通圏を保ちながら並存していたと考えられる。また、各社会‐経済圏は、セトルメント・
パターン分析において認められた、大・中型居住地を拠点とする複数の居住システムが並存することで成立していた
と考えられ、その階層化の程度は総じて低かったようである（第 IV 章参照）。さらに、居住システム内の拠点的居住
地の中においても、階層制が未発達であったことが示唆される。 
以上から、ヘテラルキー的状況は 3 つのレヴェルで確認されうる。すなわち、社会‐ 経済圏間、居住システム間、
そして拠点的な大・中型居住地内に認められることになる。したがって、上記の社会‐ 経済圏の成立と、この多重化・
構造化したヘテラルキー的状況の出現こそが、EB II 期のパレスティナ地域における「都市化」を特徴づけると看做
せるのである。 
